改正労働契約法に関する自治労の方針


【当面の闘争方針】第85回臨時大会（2013年１月）
2013年４月１日に施行される改正労働契約法は、①有期労働契約が反復更新されて通算５年を超えたときは申し出により無期労働契約へ転換、②雇止め法理の法定化（2012年８月10日施行）、③無期契約労働者との間における不合理な労働条件の設定の禁止などを規定しています。民間単組においては、改正法を活用し、均等待遇の実現や、無期転換権の発生する期間直前での脱法的な雇止めが発生することがないよう注視するとともに、雇止め法理を積極的に活用し既に５年を超える雇用となっている労働者について無期契約への転換をはかります。

【2013春闘方針】第85回臨時大会（2013年１月）
＜方針＞
自治体、ハローワーク職場、社会保険職場、公共民間など公務、民間で雇用上限撤廃、雇用継続の組織的な運動を、改正労働契約法の４月施行などの動向を踏まえ、2013春闘をスタートに３年間のスパンで集中的な取り組みを展開します。運動展開にあたって、本部の「要求モデル」の内容を指標に本部、県本部、単組は、関係する評議会・部会、協議会などの横断組織と連携し取り組みを進めます。
なお、民間労働法制であるパート労働法や改正労働契約法の趣旨、内容を踏まえた取り組みを進めます。（以下、省略）

＜公共サービス民間労組評議会の要求モデル＞
8．パート労働法、改正労働契約法に基づき、パート職員、有期労働者等の均等待遇、雇用継続をはかること。
11. 労働契約法の改正を活用し、均等待遇の実現や、無期転換権の発生する期間直前での脱法的な雇止めが発生することがないようにすること。また、雇止め法理を積極的に活用し、既に５年を超える雇用となっている労働者について無期契約への転換をはかること。

＜全国一般評議会の要求モデル＞
4．パート、契約社員等の有期雇用から無期雇用への転換
(1) 通算３年を超える有期契約労働者は無期労働契約に転換する制度を設けること。
(2) 無期に転換する労働者の労働条件について、原則、正社員と同等とすること。
(3)あわせて、有期契約労働者と無期契約労働者（正社員）の労働条件の均等・均衡待遇に向けて、協議すること。
